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 １ 評価対象法人の概要 

 （１） 法 人 名 等  新見市西方１２６３番地２ 公立大学法人新見公立大学 理事長 難波正義 

 （２） 設 立 年 月 日  平成２０年４月１日 

 （３） 設 立 団 体  新見市 

 （４） 資 本 金 の 額  ８８５，７００，０６０円 

 （５） 中期目標の期間  平成２０年度から平成２５年度 

 （６） 目的及び業務 

  ア 目 的 

    公立大学法人新見公立大学は、教育基本法及び学校教育法の趣旨にのっとり、豊かな教養と高い倫理性を養い、多面的な人間理解を 

深め、看護、介護及び幼児教育に関する専門の知識と技能を教授研究し、良き社会人として、市民の生活及び文化の向上並びに地域及 

び国際社会における保健医療、福祉の増進と幼児教育の振興に寄与する有為な人材を育成する。 

イ 業 務 

    （ア） 大学及び短期大学を設置し、これを運営すること。 

    （イ） 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

    （ウ） 法人以外の者から委託を受け、又はこれを共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携による教育研究活動を行 

うこと。 

    （エ） 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

    （オ） 地域又は社会において、法人における教育研究の成果を普及し、その活用を促進すること。 

    （カ） 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

２ 評価の実施根拠法 

   地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第３０条 

 

３ 評価の対象 

   公立大学法人新見公立大学の中期目標の達成状況 
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４ 評価の趣旨及び評価者 

 （１） 評価の趣旨 

    地方独立行政法人法の規定に基づき、新見市地方独立行政法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）が、中期計画に定められた

各項目の実施状況の調査、分析結果を踏まえ、事業の実施状況、財務状況等業務全体について総合的な評価を行うことにより、法人が行

う業務運営の改善・充実に資する。 

 （２） 評価委員会 
 

 委 員 名 氏  名 役  職  等  

 

 

 

 

 

 

 

 

   （委員名順、５０音順） 

委員長 新中 淑弘   前新見商工会議所会頭 

  ≪企業経営に詳しい学識経験者≫ 

委 員 杉  紀子   元小学校校長 

  ≪教育面に詳しい学識経験者≫ 

委 員 森口 忠士   森口忠士税理士事務所 

  ≪財務・監査面に詳しい学識経験者≫ 

 
                                                                               

５ 評価方法の概要 

 （１） 評価基準 

    「公立大学法人の業務実績の評価に関する基本方針について」に基づき評価 

 （２） 評価の手法 

    各年度における業務の実績評価の結果を踏まえたうえで、総合的な評価を実施する。 
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６ 評価結果 

 （１） 総合的な評定 

    評価委員会は、これまでの公立大学法人新見公立大学の中期目標期間における各事業年度ごとの業務の実績に関する評価を踏まえたう

えで、新見公立大学が自己評価し提出した「第１期中期目標期間に係る事業報告書」を適正な評価と認め、「第１期中期目標期間に係る

業務の実績に関する評価結果」を次のとおり評定した。 

公立大学法人新見公立大学は、教育基本法及び学校教育法の趣旨にのっとり、豊かな教養と高い倫理性を養い、多面的な人間理解を深

め、看護、介護及び幼児教育に関する専門の知識と技能を教授研究し、良き社会人として、市民の生活及び文化の向上並びに地域及び国

際社会における保健医療、福祉の増進と幼児教育の振興に寄与する有為な人材を育成することを目的としている。 

平成２０年度の法人化以降、地方独立行政法人制度の特徴を十分に生かし、理事長の強いリーダーシップのもとに、法人の掲げる中期

計画の達成に向けて、教育、研究及び社会貢献などの高い年度目標を効果的に実行するため、教員と事務職員が連携し効率的な組織運営

に取り組んでいる姿勢がうかがえた。 

特に、看護学部の開学及び看護学研究科の開学準備、短期大学看護学科及び地域看護学専攻科の閉学、本館・体育館の建設工事などの

多難な課題へ取り組み、達成できたことは大きな成果と認められるものである。 

教育については、教養科目の充実による基礎学力の向上や、卒業研究への取組みによる総合的な能力向上を図るなど、質の高い教育を

学生に提供することにより、看護師及び保健師の国家試験の高い合格率を維持するとともに、卒業後の進路についても、ほぼ１００％の

就職・進学率となっており、大学として最も重要な業務の一つである広く社会で活躍できる優秀な人材の育成ができていると評価できる。 

学生の確保については、アドミッションポリシーに基づき、オープンキャンパスの実施、教員による高校訪問、県内高校教員に対する

説明会の実施等の精力的なＰＲや募集活動などの取り組みに加え、学生個々に対して、学習だけではなく生活面においても細やかな支援

ができており、優秀な学生の確保に努められている。 

地域社会との連携及び貢献については、市民を対象とした公開講座、表現発表会「こどもフェスタ」、地域に出向いて健康チェックや

健康教育指導、レクリエーションを行う「サテライトデイ」等地域と一体となった事業を積極的に実施し、教育や研究の成果が地域に還

元できている。 

業務運営の改善については、理事会、経営審議会、教育研究審議会などの運営体制の強化が図られているが、教員に対する評価制度

について導入の検討が進んでおらず、制度の導入に向けての努力を求める。 

財務内容の改善については、電気使用量のデマンド監視業務の導入、物品購入の一括発注などにより、経費の節減に取り組むとともに、

科学研究費補助金など外部資金の獲得にも成果がみられる。 
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最小項目別評価の結果を見ると、４６項目中、「十分に達成した」が１４項目（３０％）、「概ね達成した」が３２項目（７０％）、

「十分には達成されなかった」及び「達成していない」は該当なしであった。 

大項目の評価点で見ると、大項目Ⅰ「大学の教育研究等の質の向上」については、２８項目中、「十分に達成した」が１１項目、「概

ね達成した」が１７項目、「十分には達成されなかった」及び「達成していない」は該当なし、大項目Ⅱ「業務運営改善及び効率化」に

ついては、６項目中、「十分に達成した」が１項目、「概ね達成した」が５項目、「十分には達成されなかった」及び「達成していない」

は該当なし、大項目Ⅲ「財務内容の改善」については、７項目中「十分に達成した」が１項目、「概ね達成した」が６項目、「十分には

達成されなかった」及び「達成していない」は該当なしであった。 

以上、全体として、公立大学法人新見公立大学が法人化のメリットを生かし、平成２０年度から着手した様々な取組みを継続し、着実

に実行している状況が十分に見受けられることから、第１期中期目標期間における業務の実績に関する評価結果については、「中期目標

を十分に達成した」と評定する。 

なお、評価委員会としては、少子化等による人口の減少など、大学運営を取り巻く環境は、年々厳しさを増していることから、第２期

中期目標期間においても、理事長のリーダーシップのもと、効果的かつ効率的な大学経営に一層取り組まれることを期待するものである。 

 

（２） 中期計画の各項目ごとの評定 

  Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

ア 評定 

中期目標を十分に達成した。 

イ 理由 

     学生の地域行事等への積極参加や教員による地域貢献への取り組みなど、地域唯一の高等教育機関として果たしている役割は非常に

大きなものであると認められる。 

     また、人材育成については、アドミッションポリシーに基づき、広報活動や高等学校との連携に精力的に取組み、優秀な学生の確保

に努めている。 

ウ 評価した項目 

① 項目数 

 ２８項目 

② 特筆すべき項目 
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【教育研究】 

    ・教養、専門教育については、ＧＰ事業を活用してその内容を充実させた。 

・図書館を充実し、教育環境を向上させた。 

     ・学生による授業評価制度及び外部による授業参観評価制度を確立し授業の質を向上させた。 

・ＦＤ（理念・目標や教育内容・方法を改善するための組織的な取組）活動を推進し、授業の評価制度を向上させた。 

・４年制の看護学部を設置し、組織を充実させた。これに伴い地域看護学専攻科を廃止した。 

・海外研修を実施し、グローバルな人材を育成した。 

・大学院を設置し、今後さらなる研究の充実が期待できる。 

【学生確保】 

・在学生の出身校訪問、教員による高校訪問、県内の高校教員に対する説明会の実施など、優秀な学生を確保する体制を強化した。 

・センター試験利用入試で併願を可能とするなど、入試改革にも取り組み学生の確保に努めている。 

【学生支援】 

・求人及び進学情報提供システムの改修、卒業生からアドバイスを受ける機会の提供や地域の病院・福祉施設が参加した就職合同

説明会を実施するなど学生の進路支援体制を強化した。 

【地域貢献】 

・公開講座、サテライトデイ、子育てカレッジ、こどもフェスタ、地域福祉学科キャリア形成支援訪問などにより研究成果を地域

に還元した。 

・地域行事へ積極的に参加し、地域住民との交流を深めるとともに地域の活性化にも寄与した。 

 

  Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

ア 評定 

中期目標を十分に達成した。 

イ 理由 

理事長によるリーダーシップを、理事会、経営審議会、教育研究審議会、教授会などがサポートすることにより、運営体制を強化し

ながら効率化を図っている。 
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ウ 評価した項目 

① 項目数 

 ６項目 

② 特筆すべき項目 

・教員の裁量労働制の導入により教員の学外活動を支援することにより、教育・研究の質を向上させた。 

・特任教員を採用し専門性を高め、教育体制を充実させた。 

 

  Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

ア 評定 

中期目標を十分に達成した。 

イ 理由 

管理的経費の節減、外部資金の獲得に努め、着実に財務内容の改善を進めている。 

ウ 評価した項目 

① 項目数 

 ７項目 

② 特筆すべき項目 

・大学の整備に併せて事務局組織を再編し、運営の効率化を進めた。 

・科学研究費の補助を受けて多くの研究を実施するなど、外部資金の獲得により財務を改善した。 

・電力デマンド監視装置を導入し、維持経費を節減した。 

 

Ⅳ 教育研究及び組織運営の状況に関する自己点検・評価並びに当該状況に係る情報提供に関する目標 

ア 評定 

中期目標を十分に達成した。 

イ 理由 

     通常の自己点検・評価の実施に加えて、地域活動等について、メディアに向けて常に情報発信を行っている。 

ウ 評価した項目 
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① 項目数 

 ３項目 

② 特筆すべき項目 

・各年度の自己点検・評価については、評価委員会で良好な判定を受けた。 

・各年度の自己点検・評価及び評価結果については、ホームページで公開した。 

 

  Ⅴ その他業務運営改善に関する重要事項に関する目標  

ア 評定 

特筆すべき状況にある。 

イ 理由 

     本館及び体育館が整備され、施設の適切な維持管理に努めて、良好な教育研究環境を保持している。 

ウ 評価した項目 

① 項目数 

 ２項目 

② 特筆すべき項目 

 ・本館・体育館を新築した。併せて学生会館、１号館、２号館、３号館も改修し環境を整備した。 

 ・４年制大学化に伴い入試システムを改修し、運営を効率化した。 

 

７ 公立大学法人新見公立大学に対する勧告等 

該当なし 

 

 

-7-



公立大学法人新見公立大学の第１期中期目標期間中の業務に関する項目別実績報告書 

様式 １ 

中期計画の大項目 Ⅰ．大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置   総評価 ３ 
４点 ３点 ２点 １点 

１１ １７ ０ ０ 

 

中期計画に係る該当項目  １ 教育に関する目標を達成するための措置 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

１）教育内容 

 （１）教養教育 

① 教育課程 ａ 学生が豊かな人格を陶冶し、自発的な学習意欲を育み生涯にわたって社会人と

して活躍できるように授業科目の充実を図る。 

ｂ 幅広い教養と高い倫理観を育み、的確な判断力と総合力を持つように教養科目

と専門科目の充実を図る。 

ｃ 自らの考えをまとめ、人にわかりやすく説明する能力や、人の考えを理解する

能力を高める教育を行なう。 

 

 

４ シラバス(syllabus講義概要)の改訂（Ｈ２０～２１） 

新入生に対する教育目標の周知徹底（Ｈ２２～２４） 

初年次教育の充実（Ｈ２２～２５） 

必修科目である卒業研究による総合的な能力向上

（Ｈ２２～２３） 

シラバスの改訂として科目別到達度目標を導入（Ｈ

２５） 

教養科目を充実させ、専門科目を学ぶ学習の基礎づ

くり（Ｈ２５） 

４ 教養科目の充実による学習の基礎づく

りや、必修科目である卒業研究による

総合的な能力向上への取組みは評価で

きる。 

 

   ②外国語教育 ａ 学生の意欲や能力を考慮しながら、外国語教育を効果的に行なうための実施体

制を整備する。 

ｂ 基礎的な英語能力を身に付け、その応用としての英語による対話能力の向上を

図るべく、通常授業と並行して、英語多読学習などの自己学習法を促進し、読解

力を強化する。 

ｃ 語学教育をより充実させ、国際的なコミュニケーション能力を育成する。また、 

国際的視野を持った人材を育成するため、海外交流を推進し、学生の異文化理解

と必要な語学力の向上を図る。 

３ 図書館に英字新聞を導入（Ｈ２１～） 

海外研修を１１回実施（Ｈ２０～２５） 

英語多読教材を図書館に一定数配置し長期休暇を利

用して学生に多読の自主課題を提示（Ｈ２２） 

看護学部に国際交流活動開講（Ｈ２２） 

ネイティブスピーカーの非常勤講師採用（Ｈ２３） 

３  

   ③情報教育 ａ 全学生に情報処理の基礎的な知識と技能が身に付くように、情報関連科目の充

実を図る。 

ｂ 情報通信技術を用いた教育を推進する。 

ｃ 情報技術の進展や普及に対応して、情報処理教育用の教室の整備拡充、講義室

の学内ネットワーク環境の整備など学生がパソコンを活用できるような教育環境

を整備する。 

３ 現代ＧＰにより電子カルテ教育システムを活用（Ｈ

２０～２４） 

１号館の無線ＬＡＮ環境整備（Ｈ２０） 

３号館の無線ＬＡＮ環境整備（Ｈ２１） 

パソコンＯＳのバージョンアップ（Ｈ２１） 

新ネットワークシステム導入（Ｈ２４） 

１号館のパソコン増設（Ｈ２５） 

３  

   ④実施体制 ａ 教養教育の教育課程については、大学の学部・各学科の教養教育関連担当教員

による教養教育委員会を設置して、実践を通じて教養教育改善を行なう。 

ｂ 大学の学部・各学科に所属する教員が教養科目を担当することを推進し、教養

教育と専門教育の有機的連携を図る。 

３ 教養教育委員会を毎月開催（Ｈ２０～２５） 

「学科合同学び報告会」の開催（Ｈ２２～２５） 

読書調査アンケートを実施（Ｈ２５） 

山陽新聞社と教育に新聞を生かす「包括的連携協力」

に関する協定を締結（Ｈ２４） 

３ 学科の垣根を越えた「学科合同学び報

告会」は評価できる。 

 （２）専門教育 
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①新見公立大学 

（平成２２年度から） 

ａ 看護学部看護学科 

ａ）教養を深め、感性を豊かに育み、社会の一員として自己成長のできる能力を

養う。 

ｂ）生命の尊重と人間の尊厳を基に、あらゆる世代の対象を多面的に理解し関わ

ることのできる能力と態度を養う。 

ｃ）看護学と関連諸科学に主体的に取り組み、人々の健康に関する諸問題を科学

的に分析し、個別性のある総合的な援助活動が行える基礎的な能力を養う。 

ｄ）社会の変化に柔軟に対応できる多様な価値観を認識し、看護専門職として生

涯にわたり資質の向上を図ることのできる能力を養う。 

ｅ）保健・医療・福祉に携わるチームの一員として、社会資源の活用と他職種と

の連携の下に、広い視野で社会に貢献できる能力を養う。 

４ 国際交流活動科目の単位化（Ｈ２２） 

教員の教育研究成果の共有（ランチョンセミナー毎

月、教育研究発表会年１回）（Ｈ２３～２５） 

 

◇資格取得（Ｈ２５） 

  ・看護師国家試験合格率 98.4％ 

・保健師国家試験合格率 95.2％ 

 

◇就職・進学率（Ｈ２５） 

       ・100% 

 

◇キャリア支援  

 助産師・養護教員資格取得のための進学者以外の

全員が就職した。 

 キャリア支援のために「就職合同説明会」を3年

生対象に学内で開催。Ｈ24年には20施設、Ｈ25年

には24施設の病院が参加した。卒業生を活用した「先

輩と語る会」を毎年開催。 

 

◇国際交流活動 

 3か国のスタディツアーに、教員1～2名の引率で

実施。交流先の事情（感染症等）で中止した年もあ

る。 

 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

アメリカ 3人 － － 4人 

豪州 － 7人 － 12人 

カンボジア 11人 2人 7人 9人 

 

◇教員の教育研究成果の共有 

 教員の教育・研究力の向上のために、学部ＦＤを

実施。 

・ランチョンセミナー 月１回  

 看護師 保健師 助産師

進学 

その他 

参加人数 49人 6人 6人 2人 

 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

回数 11回 11回 10回 10回 

延べ人数 195人 216人 209人 249人 

４ 「国際交流活動」の単位化は国際的な

視野を持つ人材育成につながるもので

あり評価できる。 

また、看護師及び保健師国家試験の合

格率、就職・進学率の高さは評価でき

る。 
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・教育研究発表会 年１回 

 

◇地域貢献 

 地域からの講演依頼や、各機関からの委員の委嘱

など積極的に引き受けた。また住民との交流である

「サテライトデイ」や公民館事業にも学生と教員で

ボランティアとして参加。 

 

◇大学院 

研究分野の充実を図るため、大学院設置に向けた準

備室を設置し、認可申請並びに施設及び設備の整備

を行った。（Ｈ２４～２５） 

 

平均人数 約18人 約20人 約21人 約25人 

 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

発表数 22題 26題 24題 27題 

参加人数 63人 64人 76人 85人 

②新見公立短期大学 ａ 看護学科（平成２３年度まで） 

ａ）生命の尊重と人間の尊厳を基に、対象を多面的に理解するため、看護学と関

連諸科学に主体的に取り組む能力を養う。 

ｂ）看護の本質を理解し、人々の健康に関する諸問題を科学的に査定し、個別性

のある総合的な援助活動が行なえる基礎的能力を養う。 

ｃ）社会の変化に柔軟に対応できる多様な価値観を認識し、生涯にわたり看護者

としての資質の向上を図ることのできる能力を養う。 

ｄ）保健医療チームの一員として他職種と協働し、地域社会における看護の役割

を果たす能力を養う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●看護学科 

看護師国家資格１００％合格（Ｈ２０～２１） 

実習施設連絡会議による事業改善（Ｈ２１～２４） 

教員の教育研究プレゼンを１０回実施（Ｈ２１） 

教員全員による教育研究発表会を実施（Ｈ２１～２

５） 

サテライトデイ開催（Ｈ２０～Ｈ２３） 

◇資格取得  看護師国家資格合格率 

 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

合格率 100％ 100％ 98.4％ 98.4％ 

 不合格者への対応を丁寧に実施し、短期大学卒業

生は全員、資格取得を達成した。 

 

◇進路状況 

 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

就職・進

学率 

100％ 100％ 100％ 98.4％ 

 

◇キャリア支援 

 担任、就職委員を中心に指導を行い、全員が看護

専門職として活躍している。 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

看護師国家資格の合格率の高さは特筆

すべき内容である。また、ほぼ全員が

志望の進路に進んでおり、学生への支

援ができていることは評価できる。 
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ｂ 幼児教育学科 

ａ）保育者として必要な資質を向上させるために不可欠な理論を求め、技能を高

めようと主体的に取り組む態度を習得させる。 

ｂ）保育の本質を理解し、学問的な裏付けを持った実践を行なうことができる能

力を養う。 

ｃ）保育者にふさわしい人間的魅力と円満な人格、豊かな情操をそなえた人材を

育成する。 

ｄ）保育に対する理解に支えられて、地域社会における幼児の生活環境や、生活

文化の質の向上に努めようとする能力や態度を習得させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ 地域福祉学科 

ａ）保健・医療・福祉・文化の角度から、高齢者・障害者の生活文化の創造に積

極的に取り組むための基礎的態度と能力を養う。 

ｂ）介護とは何かを常に模索し、介護の対象となる人々のニーズの把握とともに、

地域社会における援助活動を実践する姿勢と能力を養う。 

ｃ）介護を必要とする人々のアセスメントと、介護計画、介護実践とそれらの評

価ができる能力を養う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

◇国際交流活動 

 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

アメリカ 9人 － 4人 － 

豪州 － 5人 － － 

カンボジア 7人 9人 1人 － 

 

◇教員の教育研究成果の共有 

ランチョンセミナーは、Ｈ20・21年は各10回、平均

15人の参加であった。年1回の教育・研究発表会は

Ｈ20年18題、Ｈ21年15題を発表した。平均参加者

は70人であった。 

 

 

●幼児教育学科 

こどもフェスタの開催（Ｈ２０～２５） 

子育てカレッジの運営（Ｈ２０～２５） 

実習指導者連絡会議による事業改善（Ｈ２０～２５） 

履修カルテの導入（Ｈ２３） 

改訂保育士養成カリキュラムの２カ年の課程を完了

（Ｈ２４） 

教員全員による教育研究発表会を実施（Ｈ２５） 

 

◇進路状況 

 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

就職・進

学率 

100％ 100％ 100％ 95.7％ 

 Ｈ24 Ｈ25   

就職・進

学率 

100％ 100％   

 

 

●地域福祉学科 

教育ＧＰ（Ｈ２０～２２） 

１０事業延２５６人参加（Ｈ２０） 

２６事業延２８３人参加（Ｈ２１） 

２４事業延３６７人参加（Ｈ２２） 

GP終了後も学科行事等で一部相互支援活動は継続

中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育てカレッジの運営やこどもフェス

タの開催は、地域の乳幼児や保護者に

大変好評で市民にも定着しており、継

続している努力は評価できる。 
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ｄ 地域看護学専攻科（平成２４年度まで） 

ａ）地域の健康問題を生活の場で把握し、適切な地域看護活動を展開する基礎的

能力を養う。 

ｂ）地域住民の健康問題を組織的に解決する意義・必要性を理解し、地域・職場・

学校など集団間における連携や保健医療福祉の連携におけるコーディネイト能

力を養う。 

ｃ）地域住民が自ら健康問題の解決のため、社会資源の活用ができるよう支援す

る能力を養う。 

ｄ）地域看護の発展・向上のため、自ら研鑽するための研究的態度を習得させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

介護実習指導者会議による事業改善（Ｈ２０～２５） 

学生の多様化に合わせ初年時教育の充実（Ｈ２３） 

国試義務化を見据えた国試対策講座の充実と、実習

記録様式の改訂（Ｈ２５） 

新カリキュラム作成（Ｈ２０、Ｈ２３、Ｈ２５） 

 

◇進路状況 

 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

就職・進

学率 

100％ 100％ 100％ 98.4％ 

 Ｈ24 Ｈ25   

就職・進

学率 

100％ 100％   

 

●地域看護学専攻科 

保健師国家資格１００％合格（Ｈ２０～２１） 

地域の健康問題を疫学的に調査研究し成果を還元

（Ｈ２０～２４） 

 

◇進路状況 

 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

就職・進

学率 

100％ 100％ 73.3％ 100％ 

 Ｈ24    

就職・進

学率 

100％    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健師国家資格の合格率の高さはすば

らしく、学生の努力はもちろんである

が、教員の指導の成果でもある。 

地域診断をまとめ住民の健康問題への

取組みを進めていることは評価でき

る。 

２）教育の実施体制 

 （１）教育組織の整備 大学並びに学部・各学科の教育理念及び教育目的・教育目標を達成し、また、短期

大学においては４年制大学への移行を目指すため、各学科の教員配置を見直し、全

学的観点にたった柔軟で実効ある教育実施体制を構築する。 

３ 看護学科の４年制大学移行（Ｈ２２） 

看護学部にスーパーバイズシステム（助言者の配置）

設置（Ｈ２２～） 

短大各学科にスーパーバイザー（専任教員）を配置

（Ｈ２３～） 

大学・短大間で教員が相互に授業を担当（Ｈ２３～

２５） 

大学・短大間で教務・学生生活等の委員会の合同開

催（Ｈ２３～２５） 

 

３  
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 （２）教育の質の改善及び向上 ａ ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動を推進し、その成果の測定と

評価を行ない、授業の改善を図る体制を確立する。 

ｂ 学生にわかる授業、身に付く授業、満足できる授業を実現するために、授業内

容及び指導方法などの改善・向上を目的とする研修会等を開催する。 

３ シラバス(syllabus講義概要)の改訂（Ｈ２０～２５） 

外部教員によるＦＤ集会開催（Ｈ２１） 

全教職員を対象に毎年1回FD研修会および情報交換

会を実施（Ｈ２０～２５） 

専任教員相互に自分の教授法に関するグループワー

ク）（Ｈ２０） 

「ミーティング力を活用した対人関係能力の向

上」（外部講師）とディスカッション（Ｈ２１） 

「コーチングの手法を活用した学生指導能力の向

上」（外部講師）（Ｈ２２） 

「外部有識者による本学教員の授業参観の所感と

高校における授業評価等に関する講演」（授業参観

者）と本学教員による模擬授業・ディスカッショ

ン（Ｈ２２） 

「授業の工夫および教養教育」と「学生に身に付

けさせたい教養と工夫」グループワーク（教養教

育委員会との合同開催）（Ｈ２４ ） 

他大学教授による本学学生への特別講義への参観

（Ｈ２５） 

教員を対象としたFD活動の効果に関する調査実施

（Ｈ２３） 

 

授業評価による教育改善（Ｈ２１） 

ＦＤ委員会、外部有識者による授業参観を実施し評

価改善（Ｈ２２） 

短大のシラバス・便覧を１冊に整理（Ｈ２３～） 

大学・短大とも教務システムを用いたシラバスの作

成（Ｈ２４） 

全科目に到達度目標を明記（Ｈ２５） 

３  

 （３）教育評価システムの確立 ａ 成績評価については、筆記・実技試験、レポート、実習内容、卒業前到達度自

己評価及び授業の出席状況などを総合することにより、評価基準を明確にし、厳

格な成績評価を実施する。 

ｂ ＧＰＡ(Grade Point Average)評価制度を活用し、通年ＧＰＡ評価が低い学生に

対しては、個別の履修指導を行なう。 

ｃ 学生による授業評価のあり方・実施方法について検討する。また、自己評価や

教員相互評価、事務職員・後援会役員等の授業参観による評価など、学生以外の

授業評価のあり方・実施方法についても並行して検討し、総合的な授業評価シス

テムを開発する。 

４ シラバス(syllabus講義概要)に授業の評価方法、学

習到達目標を明記（Ｈ２１） 

授業の評価方法を履修指導（Ｈ２１） 

学生による授業評価実施と公表（Ｈ２０～） 

授業評価結果をもとに各教員が自己評価および授

業改善の取組みを検討、その結果を年報へ掲載し、

公表するようにした（Ｈ２１～） 

 授業評価質問項目の改善（Ｈ２２） 

 授業評価（マークシート）に自由記述欄を追加（Ｈ

２４） 

４ 適正な授業評価が行えており、評価結

果の確実なフィードバックができてい

る点は評価できる。 
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 マークシート結果の閲覧を各教員が教務システム

から閲覧できるようにシステム改修（Ｈ２４） 

 学生の自由記述の匿名性担保のため、教務システ

ムから書き込めるようシステム改修（Ｈ２５） 

授業参観による評価 

 学長・事務局員による授業参観・評価実施 

 教員相互の授業参観と評価実施・高校等元学校長

による授業参観と評価実施（Ｈ２２） 

 授業参観の結果を当該教員へフィードバック（Ｈ

２３） 

卒業時満足度調査実施と公表 

 全学科の卒業予定者に実施し、その結果を年報へ

掲載（毎年） 

 本学の教育目標の達成度を評価できるよう質問項

目を追加（Ｈ２２） 

 実施時期の調整（Ｈ２３） 

 結果を教授会へ報告・改善希望を当該部署に検討

要請（Ｈ２４～） 

 

授業の評価内容、改善成果を年報に掲載（Ｈ２２） 

授業参観の評価を教員に還元（Ｈ２３） 

評価方法について、シラバスを用い、成績評価の基

準・方法を具体的に説明、実施（Ｈ２４） 

ＧＰＡを用いた個別指導の強化（Ｈ２４～２５） 

教務システムのチェック機能の強化（Ｈ２５） 

 （４）教育環境の整備及び充実 ａ 学生の自己学習を促進するために、情報機器などを活用した学習環境を整備す

る。 

ｂ 教育に必要な図書、視聴覚教材及び雑誌を整備するとともに学生が蔵書データ

を容易に利用して必要な情報にアクセスできる検索方法を整備する。 

ｃ 自主的学習ができる環境（学習室等）の確保を行なう。 

３ 図書館の開館時間の延長（Ｈ２０） 

図書館業務管理システムの導入（Ｈ２０） 

教員推薦専門図書を蔵書（Ｈ２１） 

公立大学協会図書館協議会に加入（Ｈ２２） 

金曜日図書館の閉館時間を延長（Ｈ２３） 

開講科目のシラバスの公開（Ｈ２３） 

本館・体育館の建設に伴いゼミ室等の施設備品を整

備（Ｈ２４） 

図書館の開館時間を延長による、学生の自己学習の

場としての利用（Ｈ２４） 

図書情報検索システムを導入（Ｈ２５） 

図書館に電磁ゲートを設置（Ｈ２５） 

卒業研究・演習等でゼミ室を活用（Ｈ２５） 

合同講義室の映像機器の改善による学習環境の充実

３ 図書館の開館時間の延長を継続してい

ることは評価できる。 
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（Ｈ２５） 

 

中期計画に係る該当項目  ２ 研究に関する目標を達成するための措置 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

１）研究内容 

 （１）研究活動の充実 ａ 教育活動を充実する基礎的研究を推進する。 

ｂ 学術交流センターを活用し、地域連携を重視した研究活動を推進する。 

ｃ 新見公立大学は大学としての研究活動を一層推進し、新見公立短期大学は４年

制大学を視野に入れた研究活動の推進を図る。 

３ 科学研究費の補助を受け研究を実施 

４件（Ｈ２０） 

７件（Ｈ２１） 

１件（Ｈ２２） 

３件（Ｈ２３） 

８件（Ｈ２４） 

７件（Ｈ２５） 

３  

 （２）研究成果を社会に還元 研究活動及び成果を各種方法により地域又は社会に公表する。 ３ 研究成果を年２回公表（Ｈ２０） 

大学・短大年報を発行送付（Ｈ２１～２５） 

公開講座開催（Ｈ２１～２４） 

生涯学習大学開催（Ｈ２０～２２） 

国立情報学研究所の共用リポジトリサービス加入し

紀要の電子データを公開（Ｈ２５） 

３  

２）研究の実施体制 

 （１）実施体制 ａ 大学の関連機関との共同研究を推進し、看護、介護及び幼児教育の多面的、横

断的研究を推進する。 

ｂ 研究体制を維持、強化するために、教員と補助職員の確保と配置を適切に行な

う。 

ｃ 優れた研究成果を創出するために、必要な設備・備品等の研究環境の整備を進

める。 

ｄ 教員は科学研究費等の申請を積極的に行ない、外部資金の獲得を目指す。 

３ 学長配分研究費は、研究課題の内容審査により配分

額を決定（Ｈ２０～２５） 

教員の個人研究費については、学長及び学部長等で

審査し傾斜配分（Ｈ２０～２５） 

大学院設置の認可を取得（Ｈ２５） 

３  

 （２）研究の質の向上 ａ 研究成果の自己点検・評価に関するシステムを検討する。 

ｂ 評価結果を研究費等の配分等に反映させる仕組みを整備する。 

３ 研究倫理審査 

５件（Ｈ２３） 

５件（Ｈ２４） 

１４件（Ｈ２５） 

 

３  

 

中期計画に係る該当項目  ３ 学生の確保及び支援に関する目標を達成するための措置 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

１）優秀な学生の確保 

 （１）学生の確保の基本方針 ａ 大学が期待する学生像や入学選抜の基本方針を分かりやすく学生募集要項、ホ

ームページ、パンフレット等に掲載することにより、高校生などに魅力ある大学

としての教育を周知していく。 

ｂ 意欲ある優秀な学生等を積極的に受け入れるため、授業料・奨学金制度等の支

４ 自己推薦入試実施（Ｈ２０） 

ホームページに学校の紹介動画を掲載（Ｈ２１） 

ホームページにアドミッションポリシーを掲載（Ｈ

２３） 

４  

-15-



援方策を検討する。 

ｃ 職業経験を有する社会人学生を受け入れるため、基礎学力、意欲、経験などを

評価する総合的な選考方法の充実を図る。 

岡山県職業訓練受託生の受け入れ（Ｈ２４） 

大学案内の大学・短期大学の分冊（Ｈ２５） 

 （２）入試改革の実施 ａ 優秀な学生の受け入れを促進するために、一般入試のほかに多様な入試方法を

工夫することにより、効果的な選抜方法を実現する。 

ｂ 入学者選抜実施後に、入学試験結果を検証し、選抜の改善に活用する。 

ｃ 入試を円滑に行なうための管理運営体制を整備する。 

ｄ 高校生や受験生、高校や保護者に対して入試情報をわかりやすく提供する。 

３ 指定校推薦の指定校の見直し（Ｈ２０～２１） 

４年制大学の初年度入試に独自の試験問題を作成

（Ｈ２１年度） 

看護学部の入試科目の変更（Ｈ２２） 

大学推薦入試の見直し（Ｈ２３） 

入試実施マニュアルの見直し（Ｈ２３） 

学生募集要項の改訂（Ｈ２３） 

大学推薦入試で地域優先選抜枠を新設（Ｈ２４） 

自己推薦入試募集人員の見直し（Ｈ２５） 

短大の大学入試センター試験利用入試の導入・2学

科併願の新設（Ｈ２５） 

３  

 （３）広報 ａ 大学の特色（優れた教育実践）を生かした教育内容についての広報活動を充実

させる。 

ｂ 教員と事務職員が一体となった進学説明会、高校訪問及びオープンキャンパス

等を実施する。 

ｃ 全国の高校や地域又は社会に向けての広報体制を整備する。 

ｄ 広報活動のための組織的な体制を確立する。 

３ 広報部を設置（Ｈ２０） 

大学案内を全国の高校へ１４００部発送（Ｈ２０） 

鉄道の駅構内、電車内に広告（Ｈ２１） 

大学案内のコンペによる業者選定（Ｈ２２） 

在学生の出身高校訪問（Ｈ２２～２５） 

大学案内の改訂（Ｈ２３） 

オープンキャンパス実施時期の見直し（Ｈ２３） 

岡山駅前地下道に電光看板を設置（Ｈ２４） 

大学案内・短期大学案内を別冊（Ｈ２５） 

8月に実施していたミニ・オープンキャンパスを第2

回オープンキャンパスに移行(Ｈ２５) 

ホームページ改定のコンペによる業者決定（Ｈ２５） 

ホームページ改定（Ｈ２５） 

高校教員対象説明会を開催（Ｈ２５） 

Facebookに本学のページを作成し、正式運用を始め

る（Ｈ２５） 

会報「まんさく」を同窓生等に発送（Ｈ２０～） 

３  

 （４）高校との連携 教員と事務職員が一体となって高等学校を訪問し、大学が求める学生像の説明を行

ない、高校との情報交換の強化を図る。 

４ 県内外の高校訪問 

１３３校（Ｈ２０） 

１３６校（Ｈ２１） 

１９６校（Ｈ２２） 

２００校（Ｈ２３） 

２２５校（Ｈ２４） 

２１５校（Ｈ２５） 

進学ガイダンス 

４ 教員による高校訪問や県内の高校教員

に対する説明会は評価できる。今後と

も高等学校との連携に努められたい。 
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３３ヵ所（Ｈ２０） 

４８ヵ所（Ｈ２１） 

６９ヵ所（Ｈ２２） 

４５ヵ所（Ｈ２３） 

７２ヵ所（Ｈ２４） 

６８ヵ所（Ｈ２５） 

オープンキャンパス 

２１３人（Ｈ２０） 

２５２人（Ｈ２１） 

１９６人（Ｈ２２） 

１７３人（Ｈ２３） 

２０１人（Ｈ２４） 

 １４９人（Ｈ２５）（第１回） 

１５５人（Ｈ２５）（第２回） 

ミニオープンキャンパス 

６７人（Ｈ２０） 

６９人（Ｈ２１） 

５７人（Ｈ２２） 

１０７人（Ｈ２３） 

１１７人（Ｈ２４） 

高校訪問研修会開催（Ｈ２３～２５） 

高校訪問マニュアルの見直し（Ｈ２３） 

２）学生への支援 

 （１）学習支援 ａ 学生に対して学習・生活・進路等に関する全般的な助言・指導を実施する。 

ｂ オフィスアワーなどを活用することにより、必要な情報提供及び指導を実施す

る。 

ｃ 学業不振の学生に対する個別指導及び自己学習のサポート体制を充実する。 

ｄ 国家試験に対して補講、模擬試験及び技術指導を行ない、国家試験合格率１０

０％を目指す。 

４ 学内専用ホームページに教員のオフィスアワーを掲

載し対応（Ｈ２０） 

共通試験前の補習の実施（Ｈ２１） 

夏期休業後の学修支援を図る一環として、教育講演

会の実施（Ｈ２４） 

学生の学習支援業務を円滑に行うため、学務課、教

務委員及び担任が連携して体制作り（Ｈ２４～２５） 

国家試験対策は、学生の国試対策委員と協議し、補

講や模擬試験を行い、学力の向上を図った。（Ｈ２４

～２５） 

４ 全学科の担任制及び小集団による授業

形式や国家試験への対策等学生に対す

る細やかな学習支援は評価できる。 

 （２）生活支援 ａ 学生生活を支援する委員会活動を強化するとともに保健室を整備充実し、個別

健康相談（メンタルヘルスを含む）等に対応する。 

ｂ 交通安全教育やセクシャル・ハラスメント等に対する教育を行なうなどの対策

を促進する。 

ｃ 学友会活動、サークル活動、ボランティア活動など学生の自主的活動を支援す

る。 

３ 保健相談員と担任教員の連携強化（Ｈ２１） 

授業料減免 

２８人（Ｈ２０） 

３１人（Ｈ２１） 

２３人（Ｈ２２） 

２８人（Ｈ２３） 

３  
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ｄ 修学継続が困難な学生に関しては、その個別的事情に対応した適切な指導を行

なう。 

ｅ 学生が学内外において安全に生活するために、問題商法・犯罪等から身を守る

ための防犯意識の向上を図り、併せて万一被害を受けた場合の対処方法を周知す

る。 

３０人（Ｈ２４） 

３４人（Ｈ２５） 

交通安全教育講演会（Ｈ２０～２４） 

悪徳商法・防犯講演会（Ｈ２１～２４） 

犯罪被害者の会による講演会（Ｈ２２～２３） 

キャンパスハラスメント防止講演会（年2回）（Ｈ２

５） 

裁判員制度に関する講演会（Ｈ２１） 

学友会との懇談会（Ｈ２０～２５） 

健康教育講演会（Ｈ２０～２５） 

ＡＥＤ・救命救急講習会（Ｈ２０～２５） 

 （３）進路支援 ａ 学生の就職及び進学に関するキャリア支援室（旧進路資料室）を整備充実し、

支援体制及び支援活動を強化する。 

ｂ 求人情報の提供や就職先の開拓などの活動強化を図る。 

 

３ 学生の希望進路１００％達成（Ｈ２０～２３） 

卒業生からアドバイスを受ける機会「卒業生と語る

会」を開催（Ｈ２２～２４） 

地域の病院等が参加した「就職合同説明会」を実施

（Ｈ２４～２５） 

３ 「就職合同説明会」の実施は評価でき

る。 

 

中期計画に係る該当項目  ４ 地域社会との連携及び貢献に関する目標を達成するための措置 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

１）地域との連携及び貢献 

 （１）教育研究成果の地域還元 学術交流センター及び各市民センター等を拠点とした地域支援活動事業を展開す

る。 

３ 公開講座 

４２０人受講（Ｈ２０）＊岡山県生涯学習大学 

１１０人受講（Ｈ２１） 

１１０人受講（Ｈ２２） 

２３９人受講（Ｈ２３） 

２１６人受講（Ｈ２４） 

２４９人受講（Ｈ２５） 

子育て支援者専門研修会 

５６回（Ｈ２０） 

１８回（Ｈ２１） 

１９回（Ｈ２２） 

１６回（Ｈ２３） 

１５回（Ｈ２４） 

１４回（Ｈ２５） 

地域福祉学科キャリア形成支援訪問指導 

２３施設（Ｈ２１） 

１７施設（Ｈ２２） 

３３施設（Ｈ２３） 

１７施設（Ｈ２４） 

４ 教員による公開講座等により、子育て、

看護、介護等の専門知識を地域に還元

されていることは評価できる。 
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介護技術講習会 

３５人（Ｈ２０） 

３２人（Ｈ２１） 

３２人（Ｈ２２） 

２６人（Ｈ２３） 

２４人（Ｈ２４） 

３２人（Ｈ２５） 

子育ての保護者支援プログラム実施（Ｈ２３～２４） 

 （２）地域との連携推進 ａ 看護、介護及び幼児教育の教育拠点として産官学の連携体制を整備する。 

ｂ 後援会及び同窓会との連携を強化する。 

３ 教員が市の各種委員として参画 

幼児教育学科の「子どもフェスタ」開催 

 来場者数 

１３００人（Ｈ２０） 

１２００人（Ｈ２１） 

１０００人（Ｈ２２） 

１０００人（Ｈ２３） 

１０００人（Ｈ２４） 

１０００人（Ｈ２５） 

看護学科の「サテライトデイ」開催 

８地区２４回（Ｈ２０） 

８地区２１回（Ｈ２１） 

８地区２０回（Ｈ２２） 

８地区２０回（Ｈ２３） 

８地区１８回（Ｈ２４） 

７地区２０回（Ｈ２５） 

４ サテライトデイの実施等精力的な地域

活動への参加により地域との連携が図

られており、おおいに評価できる。引

き続き地域との連携を深めていただき

たい。 

 （３）教育機関との連携推進 ａ 他大学との教育研究の連携を推進する。 

ｂ 地元の高校及び中学校との授業の連携等を推進する。 

ｃ 保育所、認定こども園、幼稚園、小学校を対象とした地域交流事業を推進する。 

３ 岡山県共生高校での講義 

３５回（Ｈ２０） 

３６回（Ｈ２１） 

３６回（Ｈ２２） 

３６回（Ｈ２３） 

３６回（Ｈ２４） 

１８回（Ｈ２５） 

幼稚園教諭・保育園保育士に専門研修を実施 

（Ｈ２２～２４） 

小学校で本の読み聞かせ活動実施（Ｈ２３～２４） 

にいみ学び愛学習支援実施（Ｈ２４～２５） 

３ 小学校での本の読み聞かせ活動は評価

できるので、更なる取組みを期待する。 

２）国際交流及び国際貢献の推進 ａ 異文化にふれる体験学習としての短期海外研修制度を推進する。 

ｂ 海外の大学等との交流や国際貢献活動を推進する。 

３ アメリカ研修（Ｈ２０、Ｈ２２、Ｈ２５） 

オーストラリア研修（Ｈ２１、Ｈ２３～２５） 

カンボジア研修（Ｈ２０～２５） 

ケニア研修（Ｈ２２、Ｈ２４～２５） 

３  

-19-



姉妹都市訪問団との交流（Ｈ２２） 

新見英語サロン開催 

４０回（Ｈ２２） 

２８回（Ｈ２３） 

２９回（Ｈ２４） 

３４回（Ｈ２５） 

 

中期計画の大項目 Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置   総評価 ３ 
４点 ３点 ２点 １点 

１ ５ ０ ０ 

 

中期計画に係る該当項目  １ 運営体制の目標を達成するための措置 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

１）運営体制の強化 ａ 学長を兼ねる理事長が、法人運営及び教育研究の責任者として、強いリーダー

シップを発揮し、弾力的かつ機動的な運営を目指す。そのために、各理事の担当

業務を明確にし、理事長を補佐する体制の強化を図る。 

ｂ 大学の教育、研究及び社会貢献活動に対する方向性を明確にし、全学的な運営

方針の確立を図る。 

ｃ 理事会、経営審議会、教育研究審議会及び教授会の役割分担を明確にし、機能

的な大学運営を図る。 

ｄ 学内の委員会を整理統合し、効果的な運営を図る。 

ｅ 教員と事務職員がそれぞれの専門性を生かし、相互に補完しつつ一体となって

事業の企画、立案及び運営ができるシステムの構築を図る。 

４ 定期的な理事会・審議会の開催（Ｈ２０～） 

４年制大学に伴う学内専門委員会の再編（Ｈ２２） 

１４の専門委員会を１６に増（Ｈ２４） 

 

 

４ 学内の連携の強化と意思疎通が十分行

えており、運営体制の強化が図られて

いる。 

２）学内資源の効果的配分 ａ 全学的・中長期的な視点に立ち、大学の目標と重点領域に留意しつつ、職員の

配置と予算の編成及び配分を行うための仕組みを整備する。 

ｂ 大学予算の執行に当たっては、理事長の裁量により、重点領域に集中的に配分

できるよう、柔軟に運用できる財務の仕組みを構築する。 

３ 理事長裁量枠の創設（Ｈ２０） 

 

３  

３）学外有識者の登用 ａ 学外の有識者及び専門家を理事、経営審議会委員又は教育研究審議会委員に登

用し、経営のノウハウや教育研究上の専門的知見を大学運営に生かす。 

ｂ 学外者を通じて、大学に対する社会ニーズを把握し、業務への反映を図ると同

時に、大学の活動や成果を社会に周知する。 

３ 有識者の継続登用（Ｈ２０～２５） 

教育研究審議会委員に学外有識者を登用（Ｈ２４～

２５） 

３  

 

 

中期計画に係る該当項目  ２ 人事の適正化の目標を達成するための措置 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

１）人事制度 ａ 教員がその職務特性に合わせて弾力的に勤務できるようにするため、裁量労働

制を導入する。 

ｂ 地域に開かれた大学として、教員の積極的な学外活動を支援するため、大学の

目的や勤務体制に応じた兼業承認基準を検討し、柔軟かつ適正に運用する。 

ｃ 教員の能力向上並びに組織の活性化を図るため、他大学、教育研究機関、地方

３ 教員の裁量労働制を導入（Ｈ２０） 

任期制検討委員会の設置（Ｈ２２） 

再任規程制定（Ｈ２２） 

３  
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自治体等への出向や学外研修制度を整備するとともに、教員に対する評価制度に

基づいた任期制の導入に向けて、他大学等の状況を調査検討し、大学の特性にあ

った任期制の整備を図る。 

２）評価制度 ａ 教員に対しては、大学の教育、研究、社会貢献活動及び組織運営全般を対象と

した評価項目及び基準を作成する。 

ｂ 教員の意識・意欲及び能力の向上を図るために、評価結果を基に研究費の配分

などに反映させる評価システムを構築する。 

ｃ 事務職員に対しては、他大学や企業の業務評価制度を踏まえつつ勤務意識や能

力の向上に資する制度の導入を検討し整備を図る。 

３ 次期中期目標期間内に導入予定 

事務職員（管理職）の評価制度を試行（Ｈ２３～） 

 

３ 早期に評価制度の確立を目指された

い。 

３）人材の確保 ａ 中長期的な観点に立って、職員の採用や育成に関する基本計画を策定し、計画

に沿って職員定数及び人件費を適正に管理するとともに大学の効果的な運営を促

進する。 

ｂ 職員の採用にあたっては公募を原則とし、性別、国籍等にとらわれない能力本

位の選考を行なう。 

ｃ 実績のある社会人の雇用や客員教授の活用など様々な方法により、高度な専門

性を有する人材を登用する。 

ｄ 事務職員の専門性の向上及び活性化を図るため、業務の内容に応じて、法人固

有職員、市からの派遣職員、非常勤職員、人材派遣職員等を適切に配置するとと

もに業務研修の充実や他大学等との人事交流の実施について検討する。 

ｅ 市からの派遣職員は、業務運営の状況を勘案しつつ段階的に縮減する。 

３ 特任教員に関する規程制定（Ｈ２２） 

客員教授の資格整備（Ｈ２２） 

特任教員１人採用（Ｈ２３） 

特任教員４人採用（Ｈ２４） 

特任教員２人採用（Ｈ２５） 

３  

 

 

 

中期計画の大項目 Ⅲ．財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置  総評価 ３ 
４点 ３点 ２点 １点 

１ ６ ０ ０ 

 

中期計画に係る該当項目  １ 事務等の効率化及び経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

１）業務運営の効率化 ａ 業務運営方法全般を見直し、効率的な大学運営に努める。 

ｂ 発注、契約について、より合理的な方法を検討し経費の抑制を図る。 

ｃ 財務事務の効率化等により管理的経費の節減を図る。 

ｄ ４年制大学設置に伴い、規程等の抜本的な改正を行い、業務経費の削減を行う。 

３ 事務局組織の再構成（Ｈ２２） 

４年制大学設置に伴い規程の全面改正（Ｈ２２） 

旅費等物件費の規程の改正による経費節減（Ｈ２２） 

入札制度、委託の複数年契約を実施（Ｈ２０～） 

電力デマンド監視装置の一部導入（Ｈ２１） 

電力デマンド監視装置の導入（Ｈ２４～） 

４ 電気使用量のデマンド監視等業務効率

化、経費節減への取組みは評価できる。 

２）事務の合理化等 ａ 事務の整理統合や決裁手続を検討し、迅速かつ効率的な事務処理を行なう体制を

整備する。 

ｂ 各種様式や申請・届出・許可等にかかる手続を検討し、事務処理の合理化・簡素

化を図る。また、これらの事務処理については電子化を図り、積極的な利用を促進

する。 

３ 学内ＬＡＮの活用推進（Ｈ２０～） ３  
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ｃ 定期的に事務体制を点検し、点検結果や状況の変化に対応して効果的に業務を遂

行する。 

３）職員の意識改革 ａ 光熱水費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費等の管理的経費の抑制については、

目標を定めて全職員に効率的な運用を徹底する。 

ｂ 定期的業務について、外部委託や人材派遣職員等を積極的に活用して事務の効率

化及び経費の抑制を進めるとともに、大学運営に係る企画立案などの専門的業務に重

点的に人員を配置するなどを検討する。 

３ 職員の定期ミーティング実施（Ｈ２０～） 

 

３  

 

中期計画に係る該当項目  ２ 外部資金及びその他自己収入の獲得に関する目標を達成するための措置 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

１）外部資金の獲得 ａ 研究資金獲得には全学で取り組む。特に科学研究費補助金については、積極的

に申請する。 

ｂ 企業や自治体との共同研究及び受託研究などに積極的に取り組み、外部資金獲

得を図る。 

ｃ 外部資金獲得を支援するため、研究助成金公募等の情報収集や申請書類作成な

どを支援する体制を整備する。 

３ 科学研究費の補助を受け研究を実施 

４件（Ｈ２０） 

７件（Ｈ２１） 

１０件（Ｈ２２） 

３件（Ｈ２３） 

８件（Ｈ２４） 

７件（Ｈ２５） 

３  

２）その他自己収入の獲得 授業料、検定料、入学料、証明料、公開講座講習料等は、受益者負担の観点から適

正な金額を定め、収入の確保に万全を期すとともに、社会情勢の変化に応じて適宜

見直しを行なう。 

３ 授業料の納入推進を実施（Ｈ２０～２５） ３  

 

中期計画に係る該当項目  ３ 資産の適正管理及び有効活用に関する目標を達成するための措置 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

１）資産の適正管理 ａ 授業料等学生納付金や運営費交付金、研究資金等については、管理の方法を策

定し、適正に管理する。 

ｂ 法人の土地、施設、設備等の固定資産を適正に維持管理する。 

３ １号館、２号館、３号館、学生会館の改修工事実施

（Ｈ２４） 

３号館合同講義室音響器機更新（Ｈ２５） 

実習室看護・介護用ベッド更新（Ｈ２５） 

大学院講義室及び研究室設備の新規購入（Ｈ２５） 

３  

２）資産の有効活用 法人の土地、施設、設備等は、大学運営に支障のない範囲で貸付を行なうなど有効

に活用し、地域貢献を図る。 

３ 本館・体育館の建設に合わせて条例改正（Ｈ２４） ３  

 

中期計画の大項目 
Ⅳ．教育研究及び組織運営の状況に関する自己点検・評価並びに当該状況に係る情報提供に関する 

目標を達成するためにとるべき措置 

  
総評価 ３ 

４点 ３点 ２点 １点 

０ ３ ０ ０ 

 

中期計画に係る該当項目  １ 自己点検及び自己評価の充実に関する目標を達成するための措置 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

１）自己点検及び自己評価の実施 ａ 大学が実施する教育研究活動及び大学運営の状況について、目標・計画の達成

状況や成果を検証し、絶えず改善を図るため、評価委員会を中心に、自己点検・

自己評価を実施する。 

３ 年度計画の自己点検自己評価を実施し評価委員会に

提出（Ｈ２０～２５） 

短期大学は認証機関により基準に「適合」の評価を

３  
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ｂ 自己点検・自己評価は、大学の教育、研究、社会貢献の状況及び法人組織の管

理運営状況に対して大学全体を対象に実施する。 

得た（Ｈ２４） 

２）評価結果の活用 ａ 自己点検・自己評価及び第三者評価（新見市地方独立行政法人評価委員会等に

よる評価）の結果は、ホームページや報告書等で学内外に公表する。 

ｂ 自己点検・自己評価及び第三者評価で明らかになった問題点は、検討の上、改

善計画を策定して実施する。 

３ 年度計画の評価委員会による評価結果を公表すると

共に次期年度計画に反映（Ｈ２０～２５） 

短期大学の認証機関による評価を次年度計画に反映

（Ｈ２４） 

３  

 

中期計画に係る該当項目  ２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

 ａ 情報公開関係規程を整備して、情報公開の請求に適切に対応していく。 

ｂ 法人の運営や大学の活動状況について、各種メディアへの発表、ホームページ

への掲載及び報告書等の作成により、市民、学生、受験生等広く社会へ公表する。 

ｃ 教育研究の成果の概要は、電子化してホームページで公開する。論文等の成果

物は、図書館で公開し、閲覧できるようにする。 

ｄ 財務運営状況や中期目標及び中期計画等の法人情報は、ホームページに掲載し

て公開する。 

ｅ 学内行事や学生及び職員の活動について、メディアへの積極的な情報提供や報

告書、印刷物等の作成を行ない、広報及び公開に努める。 

３ 関係規程を整備し公開（Ｈ２０～２５） 

法人情報の公開（Ｈ２０～２５） 

論文等の成果物の図書館での公開（Ｈ２２～２５） 

学内での行事や活動をメディアへ積極的に情報提供

（Ｈ２２～２５） 

３  

 

中期計画の大項目 Ⅴ．その他業務運営改善に関する重要事項に関する目標を達成するためにとるべき措置 
  

総評価 ４ 
４点 ３点 ２点 １点 

 １ １ ０ ０ 

 

中期計画に係る該当項目 １ 施設・設備の整備及び活用に関する目標を達成するための措置  

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

 ａ 既存の施設及び設備を有効に活用しつつ、大学の将来像を見据えて長期的な整

備計画を策定し、法人の設立者と協議のうえ、早期に計画の実現を図る。 

ｂ 計画の策定にあたっては、教育研究環境の充実、全ての人に利用しやすい施設

整備計画を策定する。 

４ 本館・体育館の建替工事が完了（Ｈ２４） ４  

 

中期計画に係る該当項目 ２ 安全管理に関する目標を達成するための措置  

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

 ａ 労働安全衛生法及び他の関係法令等に基づき、安全衛生に関する必要な規程を

整備し、安全衛生管理体制の充実を図る。 

ｂ 化学物質等の適切な管理及び廃棄物処理の適正な処理を行なう。 

ｃ 学生及び職員の健康管理を推進するための学内体制を整備し、健康指導及び健

康教育を実施する。 

ｄ 法人の施設・設備に対する日常的な点検を実施し、安全性の維持及び危険箇所

の早期発見に努める。 

ｅ 災害発生時等に対応する危機管理マニュアルを作成するなど、危機管理体制を

３ 学内の安全管理を職員安全衛生管理規程に基づき実

施（Ｈ２０～２５） 

防火管理規程、消防計画に基づき研修会を実施（Ｈ

２０～２５） 

３  
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整備する。 

ｆ 学生及び職員に対する安全教育の徹底、安全意識の向上に努める。 

 

中期計画の大項目 Ⅵ．決算、収支決算及び資金計画 

 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会)  

  別紙のとおり ３ 年度計画に基づき適正に執行（Ｈ２０～２５）  ３  

 

中期計画の大項目 Ⅶ．短期借入金の限度額 

 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

 １ 限度額 １億円 

２ 想定される理由 

 運営費交付金の受入時期と資金需要との期間差及び事故の発生等により緊急に必

要となる対策費として借り入れることを想定する。 

４ 借入金なし（Ｈ２０～２５） ４ 借入金なしで、健全経営に努めている。 

中期計画の大項目 Ⅷ．剰余金の使途 

 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

 決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に

充てる。 

３ ４年制大学化に伴い入試システムを改修（Ｈ２２） 

パソコン更新（Ｈ２３） 

既存建物の改修（Ｈ２４） 

情報処理室用パソコン新規購入（Ｈ２５） 

３  

 

中期計画の大項目 Ⅸ．重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画  

 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

 なし    －  －  

 

中期計画の大項目 Ⅹ．新見市地方独立行政法人法施行規則（平成２０年新見市規則第１６号）で定める事項 

 

中期計画に係る該当項目 １ 施設及び設備に関する計画  

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

 大学の本館及び体育館は築後４０年以上が経過し、老朽化が著しく、耐震性等の安 ４ 基本・実施設計着手（Ｈ２２） ４  
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全面及び機能面での効率性を確保する必要がある。また、４年制大学の設置も認め

られ、大学としてふさわしい環境整備の実現から、法人の設立者と協議のうえ、早

期に施設の整備を図る。 

建設工事着手（Ｈ２３） 

建設工事完了（Ｈ２４） 

 

 

 

中期計画に係る該当項目 ２ 中期目標の期間を超える債務負担  

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

 なし   －  －  

 

中期計画に係る該当項目 ３ 地方独立行政法人法第４０条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立

金の使途 

 

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

 建物新築及び建物改築等設備費等の一部に充当する。  －  －  

 

中期計画に係る該当項目 ４ その他法人の業務運営に関し必要な事項  

評価項目 中期計画内容 自己評定 計画期間中の実績及び改善等された事項 評定 検討結果(評価委員会) 

 なし  －  －  
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4点 3点 2点 1点 平均値

16 34 0 0

32.0% 68.0% 0.0% 0.0%

4点 3点 2点 1点 平均 3.4点
58 105 0 0

35.6% 64.4% 0.0% 0.0%

自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定

①教育課程 3 3 3 3 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

②外国語教育 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

③情報教育 3 3 3 3 3 3 3 3 4 4 4 4 3 3

④実施体制 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

新見公立大学 ①看護学部看護学科 - - - - 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

①看護学科 4 4 3 3 3 3 4 4 - - - - 4 4

②幼児教育学科 3 3 3 4 3 3 3 4 4 4 4 4 3 4

③地域福祉学科 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 4 4 3 3

④地域看護学専攻科 3 3 3 4 3 3 3 4 3 4 - - 3 4

（１）教育組織の整備 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

（２）教育の質の改善及び向上 3 3 3 3 3 3 4 4 3 3 4 4 3 3

（３）教育評価システムの確立 3 3 3 3 4 4 4 4 4 4 3 3 4 4

（４）教育環境の整備及び充実 3 3 3 3 3 3 3 3 4 4 4 4 3 3

（１）研究活動の充実 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 4 4 3 3

（２）研究成果の社会への還元 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 4 3 3

（１）実施体制 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

（２）研究の質の向上 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

（１）学生の確保の基本方針 3 3 3 3 4 4 4 4 4 4 3 4 4 4

（２）入試改革の実施 3 3 3 3 3 3 4 4 4 4 3 3 3 3

（３）大学の広報 3 3 3 3 3 3 4 4 4 4 3 3 3 3

（４）高校との連携 3 3 3 3 4 4 4 4 4 4 3 4 4 4

（１）学習支援 3 3 3 3 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

（２）生活支援 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 4 3 3

（３）進路支援 3 3 3 3 3 3 3 3 3 4 4 4 3 3

（１）教育研究成果の地域還元 3 3 3 4 3 3 3 4 4 4 4 4 3 4

（２）地域との連携推進 3 3 3 3 4 4 3 4 4 4 3 4 3 4

（３）教育機関との連携推進 3 3 3 3 3 3 3 3 4 4 3 3 3 3

3 3 3 3 4 4 3 3 3 3 3 3 3 3

4点 3点 2点 1点 平均 3.1点
6 28 2 0

16.7% 77.8% 5.5% 0.0%

自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定

１）運営体制の強化 3 3 3 3 4 4 4 4 4 4 3 3 4 4

２）学内資源の効果的配分 3 3 3 3 4 4 4 4 3 3 3 3 3 3

３）学外有識者の登用 3 3 3 3 4 4 3 3 3 3 3 3 3 3

１）人事制度 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

２）評価制度 3 3 3 3 3 3 2 2 3 3 2 2 3 3

３）人材の確保 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

２　人事の適正化の目標を達成するための措
置

H22 H23 H24 H25 最終評定

１　運営体制の目標を達成するためにとるべ
き措置

評価項目（中項目） 評価項目 評価項目（細項目）
H20 H21

４　地域社会との連携及び貢献に関する目標
を達成するための措置

１）地域との連携及び貢献

２）国際交流及び国際貢献の推進

●大項目　　Ⅱ.業務運営改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
大項目Ⅱの評定
（単年度総合計）

２　研究に関する目標を達成するための措置

１）研究内容

２）研究の実施体制

３　学生の確保及び支援に関する目標を達成
するための措置

１）優秀な学生の確保

２）学生への支援

１　教育に関する目標を達成するための措置

１）教育内容

（１）教養教育

（２）専門教育
新見公立短期大学

２）教育の実施体制

H20 H21 H22

最終評定
（最小項目別）

公立大学法人新見公立大学（短期大学）　第1期中期目標に係る業務年度評価結果表
3.3点

●大項目　　Ⅰ.大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置
大項目Ⅰの評定
（単年度総合計）

評価項目（中項目） 評価項目 評価項目（最小項目）
最終評定H23 H24 H25
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4点 3点 2点 1点 平均 3.1点
6 36 0 0

14.3% 85.7% 0.0% 0.0%

自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定

１）業務運営の効率化 3 3 3 3 4 4 3 3 4 4 3 4 3 4

２）事務の合理化等 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

３）職員の意識改革 3 3 3 3 4 4 3 3 3 3 3 3 3 3

１）外部資金の獲得 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

２）その他自己収入の獲得 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

１）資産の適正管理 3 3 3 3 3 3 3 3 4 4 3 3 3 3

２）資産の有効活用 3 3 3 3 3 3 3 3 4 4 3 3 3 3

4点 3点 2点 1点 平均 3.3点
5 13 0 0

27.8% 72.2% 0.0% 0.0%

自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定

１）自己点検及び自己評価の実施 3 4 3 3 4 4 3 3 3 3 3 3 3 3

２）評価結果の活用 3 3 3 3 4 4 3 3 3 3 4 3 3 3

3 3 3 3 4 4 4 4 3 3 3 3 3 3

4点 3点 2点 1点 平均 3.3点
3 9 0 0

25.0% 75.0% 0.0% 0.0%

自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定

3 3 3 3 4 4 4 4 4 4 3 3 4 4

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

4点 3点 2点 1点 平均 3.0点
0 6 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

4点 3点 2点 1点 平均 3.7点
4 2 0 0

66.7% 33.3% 0.0% 0.0%

自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定

4 4 4 4 4 4 3 3 3 3 4 4

4点 3点 2点 1点 平均 3.0点
0 6 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

H22 H23 H24 H25 最終評定

●大項目　　Ⅷ余剰金の使途
大項目Ⅷの評定
（単年度総合計）

評価項目（中項目） 評価項目 評価項目（細項目）
H20 H21

H22 H23 H24 H25 最終評定

●大項目　　Ⅶ.短期借入金の使途
大項目Ⅶの評定
（単年度総合計）

評価項目（中項目） 評価項目 評価項目（細項目）
H20 H21

H22 H23 H24 H25 最終評定

２　安全管理に関する目標を達成するための措置

●大項目　　Ⅵ.予算、収支計画及び資金計画
大項目Ⅵの評定
（単年度総合計）

評価項目（中項目） 評価項目 評価項目（細項目）
H20 H21

H22 H23 H24 H25 最終評定

１　施設・設備の整備及び活用に関するためにとるべき措置

２　情報公開の推進に関する目標を達成するための措置

●大項目　　Ⅴ.その他業務運営改善に関する重要事項に関する目標を達成するためにとるべき措置
大項目Ⅴの評定
（単年度総合計）

評価項目（中項目） 評価項目 評価項目（細項目）
H20 H21

H22 H23 H24 H25 最終評定

１　自己点検及び自己評価の充実に関する目
標を達成するための措置

２　外部資金及びその他自己収入の獲得に関
する目標を達成するための措置

３　資産の適正管理及び有効活用に関する目
標を達成するための措置

●大項目　　Ⅳ.教育研究及び組織運営の状況に関する自己点検・評価並びに当該状況に係る情報提供に関する目標を達成するためにとるべき措置
大項目Ⅳの評定
（単年度総合計）

評価項目（中項目） 評価項目 評価項目（細項目）
H20 H21

H22 H23 H24 H25 最終評定

１　事務等の効率化及び経費の抑制に関する
目標を達成するための措置

●大項目　　Ⅲ.財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置
大項目Ⅲの評定
（単年度総合計）

評価項目（中項目） 評価項目 評価項目（細項目）
H20 H21
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4点 3点 2点 1点 平均 -
0 0 0 0
- - - -

自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定

- - - - - - - - － -

4点 3点 2点 1点 平均 3.4点

3 4 0 0
42.9% 57.1% 0.0% 0.0%

自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定 自己評定 評定

3 - 4 4 4 4 4 4 - - 4 4

3 - - - - - - - - - － －

3 - - - - - - - - - － －

3 - - - - - - - - - － －

２　中期目標の期間を超える債務超過

３　地方独立行政法人法第40条第4項の規定により業務の財源に充てることができる積立金

４　その他法人の業務運営に関し必要な事項

H22 H23 H24 H25 最終評定

１　施設及び設備に関する計画

●大項目　　Ⅹ.新見市地方独立法人施行規則（平成20年規則第16号）で定める事項
大項目Ⅹの評定
（単年度総合計）

評価項目（中項目） 評価項目 評価項目（細項目）
H20 H21

H22 H23 H24 H25 最終評定

●大項目　　Ⅸ重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画
大項目Ⅸの評定
（単年度総合計）

評価項目（中項目） 評価項目 評価項目（細項目）
H20 H21
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